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有床診療所等スプリンクラー等施設整備事業実施要綱の一部改正について  

 

 

 

 有床診療所等スプリンクラー等施設整備事業については、平成２６年３月７日医政発０

３０７第３号本職通知「有床診療所等スプリンクラー等施設整備事業の実施について」に

より行われているところであるが、今般、同通知の別添「有床診療所等スプリンクラー等

施設整備事業実施要綱」の一部を別紙新旧対照表のとおり改正し、平成３１年４月１日か

ら適用することとしたので通知する。  

 なお、貴管下関係者に対しては、貴職からこの旨通知されたい。  
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                                                                                                                                            別 紙  

改    正    後  現         行  

有床診療所等スプリンクラー等施設整備事業実施要綱  

 

１～３ （略）  

 

４ 事業内容  

（１）～（２） （略）  

（削除） 

 

５ （略）  

 

 

 

 

有床診療所等スプリンクラー等施設整備事業実施要綱  

 

１～３ （略）  

 

４ 事業内容  

（１）～（２） （略）  

（３）火災通報装置設備  

 

５ （略）  

 

 



別添 

有床診療所等スプリンクラー等施設整備事業実施要綱 

医政発０３０７第３号 

平 成 ２ ６ 年 ３ 月 ７ 日 

最終改正 医政発０３２８第１０号 

平成３１年３月２８日 

 

１ 目的 

スプリンクラー等防火対策整備については、火災が発生した際、被害の甚大化

を防ぐために必要不可欠なものであるが、設置義務がかかっていない施設におい

ては、設置率が極めて低い。本事業は、スプリンクラー等が設置されていない有

床診療所等に対し、スプリンクラー等を整備するための財政援助を行い、速やか

に安全を確保することを目的とする。 

 

２ 事業の実施主体 

（ア）都道府県（イ）市町村等（ウ）医療法人（エ）社会福祉法人（オ）その

他厚生労働大臣が適当と認める者 

 

３ 補助対象施設 

診療所、病院、助産所のうち病床又は入所施設を有している棟 

 

４ 事業内容 

（１）スプリンクラー施設整備（パッケージ型自動消火設備及び消防法施行令

（昭和３６年政令第３７号）第３２条の規定によりスプリンクラー設備の代替

設備として認められた設備を含む） 

（２）自動火災報知設備整備 

 

５ 交付対象 

平成２６年１０月に公布された消防法施行令の一部を改正する政令（平成２６

年政令第３３３号）等により新たに４に掲げる整備を実施する義務の生じた施設、

若しくは設置する義務は生じていないが、防災対策のために自主的に整備を実施

する施設が、４に掲げる事業を行うものに対して交付するものとする。 




